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生産活動の活発化

・深刻な人手不足に直面

・需要の伸び悩みにより経済が縮小

・適切な価格転嫁が不十分

・価格上昇に賃上げが追い付いて
いない

・能登半島地震からの復旧・復興

・カーボンニュートラル、GX、SDGs    
等、新たな価値観への対応の必要

適切な
価格転嫁

生産性
向上

賃上げ

消費
活性化

経済の

好循環

「構造的な賃上げ」の実現による経済の好循環へ

・エネルギー・原材料価格等の物価
高による利益の減少

・消費低迷

能登半島地震による影響を受けた事業者等を支援
します。
・なりわい再建支援事業 【P１】
・県制度融資「震災対策特別融資」 【P１】
・商店街災害復旧等事業費補助金 【P２】

中小企業の経営資源を次世代に引き継ぐため、事
業承継に向けた取組みを支援します。
・事業承継つなぐサポート事業 【P13】
・創業・事業承継支援資金「事業承継支援枠」 【P13】

荷主事業者等が行う、物流の2024年問題に備える
取組みを支援します。
・物流効率化支援事業費補助金 【P４】

カーボンニュートラルの実現のため、事業者の脱
炭素化を推進します。
・脱炭素化モデル中小企業育成事業 【P５】

県内消費需要の喚起

消費を促し、総需要の底上げを図ります。
・生活支援・消費喚起プロジェクト支援補助金 【P６】

経済社会の変化への対応

適切な価格転嫁によるサプライチェーン全体での
共存共栄の関係構築を進めます。
・価格転嫁推進事業 【P６】

生産性向上・賃上げの支援

省エネ・省資源や業務効率化による収益力向上、
デジタル化やDXなどによる生産性向上に向けた取
組みを支援します。
・中小企業トランスフォーメーション補助金 【P７】
・県制度融資「設備投資促進資金（生産性革命推進枠） 【P７】

生産性向上、人材確保に向けた、企業のリスキリ
ング、賃上げなど人への投資を支援します。
・とやま人材リスキリング補助金 【P８】
・富山県賃上げサポート補助金 【P８】
・富山県キャリアアップ奨励金 【P９】

中小・小規模事業者の経営課題に寄り添った相談
体制への支援を行います。
・課題解決・伴走支援型相談体制強化事業 【P９】

下請取引の適正化・適切な価格転嫁の推進※赤字の事業は、令和５年度11月補正予算・２月補正予算

令和６年度当初予算における新規創設又は拡充

県内経済を取り巻 く状況 ～県内経済の好循環に向けて～

 機会を捉えて、様々な支援策や施策の周知を図ります。 ・ 各種支援策一覧の作成 ・支援策のHPへのQRコードを名刺に記載

支援策の周知促進

震災の影響・社会変化賃上げ・価格転嫁物価高騰人口減少・少子高齢化

【ページ数】は参考資料１の該当ページ



能登半島地震により被害を受けた中小企業等が行う施
設・設備等の復旧に要する費用を支援

（補助上限）３億円
※過去数年以内の被災かつ復興途上である要件を

満たす場合、一部１億円まで定額補助
（補助率）中小企業・小規模事業者 ３/４以内

中堅企業 １/２以内
（第６次募集）9/27（金）～10/31（金）
(交付決定状況） 243件 17.7億円 ※第５次募集分まで

富山県商店街災害復旧等事業費補助金
②商店街にぎわい創出事業

能登半島地震により被害を受けた商店街等が行
う「にぎわい創出」のためのイベント等の事業を支
援

（補助額）上限額100万円（下限額30万円）
（補助率）直接被害１0/10、間接被害2/3
（第３次募集）8/27（火）～10/29（火）
（採択状況） ６件

①商店街災害復旧事業
能登半島地震により被災したアーケード、街路

灯など、商店街の共同設備の復旧等に要する費
用を支援

（補助額）上限・下限なし
（補助率）１/２以内
（第２次募集）5/13（月）～8/26（月）
（採択状況） ５件

富山県なりわい再建支援補助金

能登半島地震により被害を受けた事業者等への支援

県制度融資「震災対策特別融資」
地震により直接被害を受けた事業者や地震の影響

により売上が減少した事業者の資金繰りを支援

（融資限度額）１億円
（融資期間）10年以内（うち据置５年以内）
（金 利）年1.25％以内
（保証料率）０～年0.85％
(実 績）95件 19億円

（令和６年１月～10月末）



伝統工芸産業が持続可能な産業として
発展・成⾧するため、企画から販売まで
トータルで関与できる人材の育成を支援

ものづく り産業の持続的成長 ・発展に向けて
ものづくり産業を取り巻く状況等

施策の見える化、可視化を図るため重点
分野を定めたロードマップを策定し、本県
CEの推進

○令和７年度に向けた重点的取組み

各企業が環境・社会課題の解決に向けた積極的な投資による新たな価値を創出・提供し、⾧期的
かつ持続的な成⾧原資（稼ぐ力）を創造していく。
その活動の見える化により、顧客や社会の共感や支持を得ることで、企業の魅力や評価が向上し、
投資や人材を呼び込み、更なる成⾧へとつなげる好循環を実現し、競争力を高めていく。

富山県成⾧戦略会議
新産業戦略PT

・国際情勢の急激な流動化など世界経済の不確実性の高まり
・サプライチェーン強靭化、物価高騰に伴う生産コスト削減や価格転嫁等コスト負担の在り方に係る課題
・カーボンニュートラルをはじめとする気候変動や人権問題を含む社会のサステナビリティへの対応の要請
・ＧＸ、ＤＸの加速化に向けた支援及び競争力の源泉となる「人への投資」重点化の動き
・生産年齢人口の減少、人手不足感の高まり、デジタル人材など求められる人材の多様化
・ウェルビーイングが重視され、エンゲージメントを感じられる組織づくりの必要性 など

基幹産業の「ものづくり産業」の課題に戦略的に対応

テーマ１ サーキュラーエコノミーの推進

テーマ２ プロデューサー型人材の育成

計画期間

本県ものづくり産業が目指すべき将来像

2024（R6）年度～2030（R12）年度まで

富山県ものづくり産業未来戦略の改定(R6.3)

施策の方向性と主なポイント
○企業間・産学官連携（オープンイノベーション）の推進による新たな付加価値の創出
・産学官連携による環境・社会課題解決の可能性を秘めた成⾧産業分野への技術開発支援
・新たな成⾧分野として市場拡大が見込まれるサーキュラーエコノミーの推進

○ものづくりを担う人材の育成・確保
・働く方々のエンゲージメント向上、デジタル・バイオ等高度技術人材の育成・確保

○産業集積を活かした成⾧産業の企業誘致、アジア等への海外展開等への支援
・グリーン、バイオ、半導体を重点としたトップセールスによる企業誘致の推進

○中小・小規模企業に対する総合的支援
・中小・小規模企業のＤＸ、ＧＸの推進、防災・減災対策のための事業継続支援 など



起業
成長

準備

機運醸成

飛躍

富山県では起業家を育成するプログラム、起業する際に活用できる補助金、
起業家向けコミュニティや伴走支援など、ステージに合わせた支援を展開しています。

創業補助金

TOYAMA STARTUP 
COMMUNITY

T-Startup
トライアル発注

創業支援の拠点 SCOP TOYAMA

とやまスタートアップ
プログラム in 東京

とやま中小企業チャレンジ
ファンド事業

（スタートアップ支援事業）

若者の発表の場として、
高校生・大学生向けのビ
ジネスコンテストを開催

起業希望者、先輩起業家、
支援機関等が参加する
オンラインコミュニティ

富山県で起業し、スター
トアップを目指す方を支
援するプログラム

創業に要する経費や、移
住して起業する場合の支
援

県が認定した商品等を優先
的に調達できる制度 成⾧が見込める企業の

集中的なハンズオン支援

起業家や移住者を呼び込み「ヒト・モノ・コ
ト」が交流する拠点をめざし、オフィス等を提
供するほか、セミナーや交流会等を定期開催 シェアオフィス チャレンジショップ貸し会議室

スタートアップ向けの助成金

起業支援の取組み

スタートアップエコ
システム形成促進補助金

とやまワカモノ
サミット

インターンシップ
ジャーニー

県内高校生を対象とした首
都圏スタートアップ企業で
のインターンシップ

起業家と支援者の連携促進
のためのサポーター向けの
助成金



〇「外国人材活用支援デスク」

・県内中小企業の高度外国人材等の活用を後押し
するため、総合的な支援を提供
①外国人材活用セミナー（制度周知、県内事例
紹介等）

②受入れの相談窓口
③安心できるルートでのマッチング支援

県内中小企業の人手不足への対応

これまで 拡充後
対象の
大 学

県外大学の理工系・薬学部生 県内・県外全ての理工系・薬学
部生

対象の
奨学金

富山県奨学資金
日本学生支援機構第一種奨学金

日本学生支援機構第二種奨学金
を対象に追加

※R5.9～

〇「帰ってこられ!就職応援助成制度」

・県、労働局の合同企業説明会や県内企業のインター
ンシップ・採用面接等の参加に要する交通費の1/2相
当を補助（１万円／回、年度内２回まで）

〇「就活ラインとやま」による情報発信

・県の企業情報サイトを統合・リニューアル、PR充実
・LINEを活用し、就活支援情報をプッシュ型で発信

〇富山‟Re-Design”ラボ事業
・大都市圏で活躍する中核人材が半年間富山に移
り住み、富山大学の協力研究員としてリカレント教
育を受けながら、受入企業の経営課題の解決に取
り組むプログラムを通し、県内企業の活性化を図る

〇富山版「プロフェッショナル人材・副業人材確
保プロジェクト」
・「富山県プロフェッショナル人材戦略本部」を拠点に、
金融機関等と連携しながら、県内企業の人材ニー
ズの把握、民間人材ビジネス事業者を通じたプロ
フェッショナル人材や副業・兼業人材とのマッチング支
援を実施

〇「奨学金返還助成制度」拡充

・本県産業の人材確保を支援するため、県内企業に
就職する理工系・薬学部生に、奨学金返還を助成



中小企業・小規模事業者において、
①事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ
②設備投資等（機械設備・人事育成・教育訓練等）
を行った場合に、その費用の一部を助成【制度概要】

〇補助対象者
中小企業事業主
※県内に雇用保険適用事業所を有する中小企
業事業主

〇補助対象
厚生労働省の「キャリアアップ助成金」に沿って実施
する非正規雇用労働者の正社員化・処遇改善
※令和５年５月30日以降に実施した非正規雇用
労働者の正社員化・処遇改善が対象

〇補助額
１人あたり10万円（支給対象が事業所単位のも
のは１事業所あたり）

【正社員化支援に関するコース】
正社員化コース、障害者正社員化コース
【処遇改善支援に関するコース】
賃金規定等改定コース
賃金規定等共通化コース
賞与・退職金制度導入コース
社会保険適用時処遇改善コース

〇「富山県賃上げサポート補助金」
・国の「業務改善助成金」への上乗せ補助によ
り、設備投資等による生産性向上、賃上げに
取り組む県内中小企業事業者を支援

県内中小企業の人への投資、賃上げ支援

〇「富山県キャリアアップ奨励金」
・国の「キャリアアップ助成金」に沿って、非正規
雇用労働者の正規雇用化等、企業内のキャ
リアアップに取り組む県内中小企業事業者に
対し、奨励金を支給

※R5.6～ ※R4.6～〇「とやまリスキリング補助金」
・県内企業が生産性向上や成⾧分野へのチャ
レンジ等を目的として、従業員に新たな知識や
技能を習得させる「リスキリング」の取組みに対
し、その一部経費を補助

10時間以上

10時間未満

国の「人材開発支援助成金」と連携し、中小企業が利
用 しやすい短期間の教育訓練を支援

【制度概要】
〇補助対象者
県内に主たる事業所を置く事業主
※本店登記が富山県内

〇補助対象
教育訓練機関（公共職業能力開発施設、企業、
大学、民間スクール等）が提供する教育訓練（教育
訓練機関等から講師を招いて社内で実施する教育訓
練も含む）を活用して行う従業員のリスキリング

要 件

10時間未満の教育訓練

補助率・補助額 限度額

受講料等 ７５％ １社
１年度あたり
１００万円

賃金
１人１時間あたり ９６０円

※支給額:１人当たり10万円（キャリアアップ助成金の助成
額の1/2上限）

キャリアアップ助成金 富山労働局

・正社員化コース
・処遇改善コース（賃金規定改訂等）

富山県
奨励金

費用の1/10
上乗せ

費用の９/10

業務改善助成金
富山労働局

富山県
※事業規模30人未

満の事業者が対象

賃上げ等に取り組む事
業者の設備投資等の費
用の一部を助成

【制度概要】
〇補助対象者
県内の事業場規模30人未満の事業者

〇補助対象
令和５年４月１日以降に富山労働局に交付申

請を受けて行った業務改善助成金であって、令和７
年２月28日までに交付額確定通知を受けていること。

〇補助率
対象経費の１／10（一律）
※上限額あり（国助成上限額の１／10）

①賃金引き
上げ

②設備投
資等

設備投資等に要した
費用の一部を助成

※R5.１～



企業魅力発信セミナー（７月29日）
・県内企業の経営者など

約300名が参加
・官民一体となり、女性が

活躍できる職場づくり、
女性の転入促進を推進

企業間交流会（9月6日）
・県内企業の経営者・人事労務担当者など

90名が参加
・自社の課題を振り返り、他者の女性活躍の

取組みを共有するワークショップを開催

女性活躍専門コンサルタントに相談できる
ワークショップ交流会（11月19日）

・専門知識を有する5名の専門コンサルタントが
企業の個別課題に応じたアドバイスを実施

【認識・課題を共有 民間企業との取組み】 【企業の魅力向上支援】

【企業の魅力発信】
中高生×富山で働く女性交流促進事業(8月）

働き方改革・女性活躍サポート事業費補助金
働き方改革・女性活躍に関する取組みを行う
富山県内事業所を補助金により支援
対 象 者:県内に事業所を有する企業、団体等
補 助 額:対象経費の１/２

(ソフト:上限25万円、ハード50万円）

・中高生にライフプランやキャリア形成につ
いて考えるにあたり、県内就職を選択肢の
１つとしていただくため、中高生と富山で
働く女性との交流会を県内3会場（富山市、
高岡市、黒部市）で開催

・県内在住の中高生51名が参加
■参加中高生の意見
自分が知らないだけで、やりた
い職業が富山にあるのではない
か、もっと富山の会社を知りた
いと思った。

女性が活躍する県内企業等を県が認定
中小企業等において女性が活躍しやすい職場づくり

を後押しし、「選ばれる企業」としてのブランド力向
上と優秀な人材確保を支援（R4創設。76社認定）

とやま女性活躍企業

就職期の若者に選ばれる富山県を目指して （女性活躍の取組み ）

（株）日経BPコンサルティング取締役 中野氏（左）
（株）堀場製作所 理事 管理本部 副本部⾧ 森口氏（右）

▲セミナーの様子
はこちらからご
覧いただけます。

アンコンシャス・バイアス
特設サイトにて事例紹介

◀詳細はこちら
からご覧ください。



企業立地の促進と物流施策（2024年問題への対応）

企業立地の促進 物流施策（2024年問題への対応）

国際（内航）フィーダー航路を活用した国内輸送への支援国際（内航）フィーダー航路を活用した国内輸送への支援

〇昨年５月より、伏木富山港に国際（内航）フィーダー航路 （阪神
港→北九州港→秋田港→新潟港→伏木富山港→北九州港→阪神港）
が就航し、九州・瀬戸内地方等への輸送の利便性が大きく向上。

〇物流の2024年問題に備えたモーダルシフトにも資することから、
伏木富山港利用促進事業の拡大により、上記航路を国内のトライア
ル輸送に利用する事業を支援。

物流事業者、荷主事業者等への支援物流事業者、荷主事業者等への支援

○運輸事業振興助成交付金
・富山県トラック協会の業界振興のための様々な取組みを支援。

（R6 1億9,026万円を交付）
○物流効率化支援事業費補助金（R6.2月補正予算）
・第1次募集～第４時募集で39件を採択。
〇物流効率化実践モデル事業（R6.9月補正予算）
・富山運輸支局・富山県トラック協会と連携した物流生産性向上に

関するセミナーの開催。
・荷主、物流事業者の実施する物流生産性向上、担い手確保に向け

た取り組みを支援。
補助内相事業:a.トラック物流の生産性向上

b.女性その他の多様な人材の活躍促進
補 助 額:対象経費の１/3 （上限:a.100万円、b.50万円）

女性活躍企業誘致促進事業女性活躍企業誘致促進事業
〇女性活躍の推進に積極的な企業に対する誘致プロモーションを

実施
①企業に対する本県への進出可能性調査
②プッシュ型のプロモーション活動

誘致企業人材確保支援事業誘致企業人材確保支援事業

〇進出前から進出後まで、一気通貫で企業の人材確保をサポート
【進出前】

①県内教育機関との意見交換や、既進出企業の見学等を行う富
山県内視察ツアーを実施

【進出後】
②新規立地企業による、学生・社会人向けの説明会の開催

企業立地助成制度企業立地助成制度

〇県外からの立地はもとより県内企業のさらなる成⾧を支援する
ため、交付要件（投資額・新規雇用者数）をR4に大幅に見直し

新規立地 ５億円以上 かつ ２０人以上
増 設 １５億円以上 かつ ３０人以上

新規立地・増設に関わらず、
５億円以上 かつ １０人以上に引き下げ

改正前

改正後


